
 

平成２２年５月２８日 

みどり生命保険株式会社 

 

 

平成２１年度決算業績のお知らせ 

 

みどり生命保険株式会社の平成２１年度の業績につき、別紙のとおりお知らせいた

します。 

 

 

主要業績指標 平成 21 年度  

契約高 

 保有契約高 41,883 百万円 

 新契約高 31,472 百万円 

年換算保険料 

 保有契約 1,529 百万円 

 新契約 1,133 百万円 

保険料等収入 1,095 百万円 

事業費 938 百万円 

当期純利益 △327 百万円 

総資産 10,015 百万円 

基礎利益 △300 百万円 

ソルベンシー・マージン比率 16,579.4% 

 

なお、証券化商品等への投資およびサブプライム関連投資について該当事項はござ

いませんので、あわせてお知らせいたします。 

 

以上 

 

 

お問い合わせは、次にお願いいたします。 

東京都北区王子６－３－４３ 

みどり生命保険株式会社 

TEL：03-5902-3955（総務部） 



 

平 成 ２２年５月２８日 

みどり生命保険株式会社 

 

 

 

 

 

 

みどり生命保険（社長：齋藤 秀市）の平成２１年度（平成２１年４月１日～平成２２年 

３月３１日）の決算をお知らせいたします。 
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平成２１年度決算について 

 



１ 

 

平成２１年度決算のお知らせ 
平成２２年５月２８日 

みどり生命保険会社 

 

１．主要業績 

（１）保有契約高及び新契約高   

 

保有契約高                            （単位：千件、億円、％） 

区  分 

平成２０年度末 平成２１年度末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

 前年度末比  前年度末比  前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 26 ― 172 ― 68 262.3 418 242.9 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

新契約高                                  （単位：千件、億円、％） 

区分 

平成２０年度 平成２１年度 
件 数 金 額 件 数 金 額 

 前年度比  前年度比 新契約 
転換によ

る純増加 
 前年度比  前年度比 新契約 

転換によ

る純増加 

個 人 保 険 27 ― 181 ― 181 ― 50 187.7 314 173.6 314 ― 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 



２ 

（２）年換算保険料                             

保有契約                              （単位：百万円、％） 

区  分 
平成２０年度末 平成２１年度末 

 前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 596 ― 1,529 256.4 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― ― 

合 計 596 ― 1,529 256.4 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
― ― ― ― 

新契約                               （単位：百万円、％） 

区  分 
平成２０年度 平成２１年度 

 前年度比  前年度比 

個 人 保 険 621 ― 1,133 182.4 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― ― 

合 計 621 ― 1,133 182.4 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
― ― ― ― 

（注）年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、 

１年あたりの保険料に換算した金額です。 

 

 

（３）主要収支項目                      （単位：百万円、％） 

区  分 
平成２０年度 平成２１年度 

 前年度比  前年度比 

保 険 料 等 収 入 176 ― 1,095 621.4 

資 産 運 用 収 益 17 ― 228 1,322.2 

保 険 金 等 支 払 金 0 ― 9 2,476.5 

資 産 運 用 費 用 ― ― 162 ― 

経常利益（又は経常損失） △653 ― △245 37.6 

 

 

（４）総資産                            （単位：百万円、％） 

区  分 
平成２０年度末 平成２１年度末 

 前年度末比  前年度末比 

総 資 産 9,411 ― 10,015 106.4 



３ 

 ２．平成２１年度末保障機能別保有契約高 
  （単位：千件、億円） 

項   目 
個 人 保 険 個人年金保険 団 体 保 険 合 計 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

死

亡

保

障 

普 通 死 亡 68 11 ─ ─ ─ ─ 68 11 

災 害 死 亡 68 406 ─ ─ ─ ─ 68 406 

その他の条件付死亡 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

生 存 保 障 68 76 ─ ─ ─ ─ 68 76 

入

院

保

障 

災 害 入 院 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

疾 病 入 院 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

その他の条件付入院 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

障 害 保 障 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

手 術 保 障 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

 

項   目 
団 体 年 金 保 険 財形保険・財形年金保険 合 計 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

生 存 保 障 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

 

項   目 
医 療 保 障 保 険  

項   目 
就業不能保障保険 

件 数 金 額  件 数 金 額 

入 院 保 障 ─ ─  就 業 不 能 保 障 ─ ─ 

 

３．平成２１年度決算に基づく契約者（社員）配当金例示 

該当事項がないため記載を省略しております。 

 



４ 

４．平成２１年度の一般勘定資産の運用状況 

 

（１）平成２１年度の資産の運用状況 

①運用環境  

平成 21 年度の日本経済は、新興国を主体とした海外経済の回復を背景にして、輸出

にけん引される形で回復が続き、国内需要も持ち直しに向かいました。ただ、企業は依

然として不稼働設備や過剰雇用を抱えた状態にあり、まだ内需は力強さを欠いた状況に

あります。 

国内金利（10 年国債利回り）は、世界的に景気底入れの兆しが見えたこと、および財

政出動に伴う国債発行増による需給懸念から上昇傾向になり、6月中旬には 1.56％まで

上昇しました。しかし、その後は景気先行きに対して慎重な見方が広がったことなどに

より、長期金利は低下傾向となり、12 月の初めには 1.19％まで低下しました。その後

は、1.3％台のボックス圏となり、3月末には 1.395％になりました。 

 

 

 

②当社の運用方針 

当社では、安全性・確実性を最優先とし、中・長期的に安定的な収益を確保するため

に、国債を主体として運用をしてきました。ただ、今期はポ－トフォリオの多様化を図

り、安全性だけでなく、収益性の向上を図るため、7月に投資用不動産を 17億円購入し

ました。 

なお、現在のところ当社では資本金の運用が主体であるために、特に安全性を重視し

金利上昇リスクを回避するために、3月末では現・預金に 61 億円積み上げました。 

 

 

 

③運用実績の概況 

資産運用関係収益は、国債を主としたインカム収入が 60 百万円、国債の売却益が 56

百万円、不動産賃貸収入 111 百万円の計 228 百万円となりました。 

しかし、資産運用関係費用は、今期において投資用不動産を 17 億円購入したことに

伴う不動産関係の税金が 129 百万円もあったために、計 162 百万円となりました。 

その結果、資産運用収支残高は 65 百万円となり、一般勘定資産全体の運用利回りは  

0.69％になりました。 

 

 

 

 

 



５ 

（２）資産の構成 

（単位：百万円、％）  

区   分 
平成２０年度末 平成２１年度末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 3,803 40.4 6,115 61.1 

買 現 先 勘 定 ― ― ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― ― ― 

金 銭 の 信 託 ― ― ― ― 

有 価 証 券 5,192 55.2 1,842 18.4 

 公 社 債 5,192 55.2 1,842 18.4 

 株  式 ― ― ― ― 

 外 国 証 券 ― ― ― ― 

  公 社 債 ― ― ― ― 

  株 式 等 ― ― ― ― 

 そ の 他 の 証券 ― ― ― ― 

貸 付 金 ― ― ― ― 

不 動 産 1 0.0 1,686 16.8 

繰 延 税 金 資 産 ― ― ― ― 

そ の 他 414 4.4 370 3.7 

貸 倒 引 当 金 ― ― ― ― 

合 計 9,411 100.0 10,015 100.0 

 うち外貨建資産 ― ― ― ― 

  

 

 



６ 

（３）資産の増減  

                        （単位：百万円） 

区   分 平成２０年度 平成２１年度 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ ― 2,311 

買 現 先 勘 定 ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― 

金 銭 の 信 託 ― ― 

有 価 証 券 ― △3,349 

 公 社 債 ― △3,349 

 株  式 ― ― 

 外 国 証 券 ― ― 

  公 社 債 ― ― 

  株 式 等 ― ― 

 そ の 他 の 証 券 ― ― 

貸 付 金 ― ― 

不 動 産 ― 1,685 

繰 延 税 金 資 産 ― ― 

そ の 他 ― △43 

貸 倒 引 当 金 ― ― 

合 計 ― 603 

 うち外貨建資産 ― ― 

（注）平成 19年度が生命保険業認可前のため平成 20 年度は記載しておりません。 

 

 

 

  



７ 

（４）資産運用関係収益 

（単位：百万円） 

区   分 平成２０年度 平成２１年度 

利息及び配当金等収入 13 171 

 預 貯 金 利 息 13 5 

 有価証券利息・配当金 ― 54 

 貸 付 金 利 息 ― ― 

 不 動 産 賃 貸 料 ― 111 

 その他利息配当金 ― ― 

商品有価証券運用益 ― ― 

金 銭 の 信 託 運 用 益 ― ― 

売買目的有価証券運用益 ― ― 

有 価 証 券 売 却 益 ― 56 

 国債等債券売却益 ― 56 

 株 式 等 売 却 益 ― ― 

 外 国 証 券 売 却 益 ― ― 

 そ の 他 ― ― 

有 価 証 券 償 還 益 4 

 
― 

金 融 派 生 商 品 収 益 ― ― 

為 替 差 益 ― ― 

そ の 他 運 用 収 益 ― ― 

合     計 17 228 



８ 

（５）資産運用関係費用  

（単位：百万円） 

区   分 平成２０年度 平成２１年度 

支 払 利 息 ― ― 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 ― ― 

金 銭 の 信 託 運 用 損 ― ― 

売買目的有価証券運用損 ― ― 

有 価 証 券 売 却 損 ― ― 

 国 債 等 債 券 売 却 損 ― ― 

 株 式 等 売 却 損 ― ― 

 外 国 証 券 売 却 損 ― ― 

 そ の 他 ― ― 

有 価 証 券 評 価 損 ― ― 

 国 債 等 債 券 評 価 損 ― ― 

 株 式 等 評 価 損 ― ― 

 外 国 証 券 評 価 損 ― ― 

 そ の 他 ― ― 

有 価 証 券 償 還 損 ― ― 

金 融 派 生 商 品 費 用 ― ― 

為 替 差 損 ― ― 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ― 

貸 付 金 償 却 ― ― 

賃貸用不動産等減価償却費 ― 32 

そ の 他 運 用 費 用 ― 130 

合     計 ― 162 

 



９ 

（６）資産運用に係わる諸効率 

①資産別運用利回り 

（単位：％） 

区  分 平成２０年度 平成２１年度 

現預金・コールローン 0.23 0.15 

買 現 先 勘 定 ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― 

金 銭 の 信 託 ― ― 

有 価 証 券 0.20 2.71 

 

う ち 公 社 債 0.20 2.71 

う ち 株 式 ― ― 

う ち 外 国 証 券 ― ― 

貸 付 金 ― ― 

不 動 産 ― △4.58 

一 般 勘 定 計 0.20 0.69 

 うち海外投融資 ― ― 

（注）利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、資産

運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。 

  

②売買目的有価証券の評価損益 

該当事項がないため記載を省略しております。 

 

 



１０ 

③有価証券の時価情報(売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの) 

    (単位：百万円) 

区   分  

平成２０年度末 平成２１年度末 

帳簿価額 時価  
差  損  益  

帳簿価額 時価 
差  損  益 

 差 益 差 損  差 益 差 損 

 満期保有目的の債券 210 209 △1 ― 1 841 837 △3 ― 3 

責任準備金対応債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
子会社・関連会社株式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
その他有価証券 5,000 4,981 △18 ― 18 1,004 1,000 △4 ― 4 

 

公 社 債 5,000 4,981 △18 ― 18 1,004 1,000 △4 ― 4 

株 式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 
公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他の 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
買 入 金銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

合      計 5,210 5,190 △19 － 19 1,846 1,838 △7 ― 7 
 公 社 債 5,210 5,190 △19 － 19 1,846 1,838 △7 ― 7 

株 式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 の 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

・なお、時価のない有価証券は保有しておりません。 

 

④金銭の信託の時価情報 

該当事項がないため記載を省略しております。 

 



１１ 

５．貸借対照表 

 

科目 平成 20 年度 平成 21 年度 科目 平成 20 年度 平成 21 年度 

（資産の部）    （負債の部）    

現金及び預貯金 3,803 6,115 保険契約準備金 127 759 

  現金 0 0   支払備金 1 6 

  預貯金 3,803 6,114   責任準備金 125 753 

有価証券 5,192 1,842 代理店借 38 29 

  国債 5,192 1,842 その他負債 53 344 

有形固定資産 28 1,700   未払法人税等 3 3 

 
土地 - 1,197   未払費用 50 76 

  建物 1 489 
 
預り金 0 - 

  その他の有形固定資産 26 13   預り保証金 - 81 

無形固定資産 99 10   仮受金 0 181 

  ソフトウェア 99 10 その他の引当金 - 2 

代理店貸 - 0 価格変動準備金 1 1 

その他資産 288 346 負債の部合計 220 1,136 

  未収金 67 133 （純資産の部）    

  前払費用 5 4 資本金 10,000 10,000 

  未収収益 0 2 利益剰余金 △789 △ 1,117 

  預託金 8 6   その他利益剰余金 △789 △ 1,117 

  仮払金 4 46   
 
繰越利益剰余金 △789 △ 1,117 

  保険業法第 113 条繰延資産 173 130 株主資本合計 9,210 8,882 

  その他の資産 29 23 その他有価証券評価差額金 △18 △ 4 

       純資産の部合計 9,191 8,878 

資産の部合計 9,411 10,015 負債及び純資産の部合計 9,411 10,015 

  

（単位：百万円） 



１２ 

注記事項 
（貸借対照表関係） 

平成２１年度 

 

1.  会計方針に関する事項 
(1)有価証券の評価基準及び評価方法 
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては 3月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）によって
おります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2)有形固定資産 

償却は定率法によっております。ただし、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）につ
いては定額法によっております。なお、主な耐用年数は建物、建物付属設備及び構築物 2～25 年、車両及び什器
備品 2～20 年であります。 

(3)無形固定資産 
償却は定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法により償却しております。 

(4)保険業法第 113 条繰延資産 
保険業法第 113 条繰延資産は定款の規定に基づき計上し、繰延事業年度から 5年間で毎事業年度に均等額を償却
しております。 

(5)その他の資産 
その他の資産は入会金であり償却期間 5年で定額法により償却しております。 

(6)価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
(7)賞与引当金の計上基準 
賞与引当金は従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基づき計上しております。 

(8)その他採用した重要な会計方針 
①消費税等の会計処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し、5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のもの
については、当期に費用処理しております。 
②責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算し
ております。 
・標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成 8年大蔵省告示第 48 号） 

(9)リース取引の処理方法 
リース取引開始日が平成 20 年 3月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

2.  有形固定資産の減価償却累計額は 75 百万円であります。 
3.  関係会社に対する、金銭債権の総額は 6百万円であります。 
4.  仮受金には収用に伴う移転補償金 181 百万円が含まれております。 

5.  保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額は2百万
円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
6.  1 株あたりの純資産額は 44,393 円 61 銭であります。 

7.  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
 

  



１３ 

注記事項 
（金融商品関係） 

平成２１年度 

 
1.  金融商品の状況に関する事項 

保険業法第 118 条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、安全性と収益性を勘案
しつつ極力リスクを抑えた運用をしております。この方針に基づき、具体的には、金融商品は国債のみに投資
しております。 

有価証券は市場リスク及び信用リスクに晒されております。市場リスクの管理にあたっては、金利が急上昇し
た場合に「その他有価証券」の一部または全部を損切りをすることとしています。信用リスクの管理にあたっ
ては、有価証券は国債のみであり、現在は信用リスクはありません。 

2.  金融商品の時価等に関する事項 
平成 22 年 3月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差異については、次の 
とおりであります。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預金 

(2) 未収入金 

(3) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

  その他の有価証券 

6,115 

133 

6,115 

133 

0 

0 

 

841 

1,000 

 

837 

1,000 

 

△3 

0 

    (注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
1 現金及び預金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 

おります。 
2 未収入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 

おります。 
3 有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に 
基づく有価証券として取り扱うもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証券 

を含む）満期保有目的の債券及びその他の有価証券ともに 3月末日の市場価額等によっております。 
 
(追加情報) 

当会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 平成 20 年 3月 10 日）及び 
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 平成 20 年 3月 10 日）を 
適用しております。 

 

 
注記事項 
（賃貸等不動産） 

平成２１年度 

 
当社では、京都府その他の地域において、賃貸用不動産を有しております。これら賃貸等不動産の貸借対照表 

計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 
 

貸借対照表計上額（百万円） 当期末の時価 

（百万円） 前期末残高 当期増減額 当期末残高 

0 1,716 1,684 1,667 

(注)   1  貸借対照表計上額の当期末残高は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

      2  当期末の時価は、取得時における社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価基準」に基づく 
金額から期末時までの減価償却費相当額を控除した金額によっております。 

 

(追加情報) 
当会計年度より、「賃貸不動産等の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 20 号 平成 20 年 11 月 28 日） 
及び「賃貸不動産等の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 23 号 平成 20 年 

11 月 28 日）を適用しております。 
 

 



１４ 

６．損益計算書 

（単位：百万円） 

科         目 平成 20 年度 平成 21 年度 

経  常  収  益 213 1,614 

  保険料等収入 176 1,095 

  
 
保険料 176 1,095 

  資産運用収益 17 228 

  
 
利息及び配当金等収入 13 171 

  
  
預貯金利息 13 5 

   
有価証券利息・配当金 - 54 

   
不動産賃貸料 - 111 

  
 
有価証券売却益 - 56 

  
有価証券償還益 4 - 

  その他経常収益 20 291 

  
 
その他の経常収益 20 291 

経  常  費  用 867 1,860 

  保険金等支払金 0 9 

  
 
保険金 0 6 

  
 
給付金 0 3 

  
 
その他返戻金 0 0 

  責任準備金等繰入額 127 632 

  
 
支払備金繰入額 1 4 

  
 
責任準備金繰入額 125 627 

 
資産運用費用 - 162 

  
賃貸用不動産等減価償却費 - 32 

  
その他運用費用 - 130 

  事業費 794 938 

  その他経常費用 162 117 

  
 
税金 31 41 

  
 
減価償却費 85 33 

  
 
保険業法第 113 条繰延資産償却費 43 43 

  
その他の経常費用 2 - 

 
保険業法第 113 条繰延額 △216 - 

経常損失 653 245 

特  別  利  益 - - 

特  別  損  失 117 77 

 
固定資産等処分損 - 77 

 
価格変動準備金繰入額 1 0 

 
その他特別損失 116 - 

税引前当期純損失 771 323 

法人税及び住民税 3 3 

法人税等合計 3 3 

当期純損失 775 327 



１５ 

注記事項 

（損益計算書関係） 

平成２１年度 

 
1.  関係会社との営業取引に係る費用の総額は 11 百万円であります。 

2.  有価証券売却益の内訳は、国債等債権 56 百万円であります。 
3.  固定資産等処分損 77 百万円は、旧システムの除却損であります。 
4.  1 株当たり当期純損失の金額は 1,637 円 00 銭であります。 

5.  関連当事者との取引は次の通りであります。 
 

属性 会社等の名称 

議決権等

の 
所有割合 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円） 

法人 
主要株主 

株式会社 

互助センター
友の会 

被所有
50％ 

不動産 
賃貸借契約
の締結 

不動産賃借

(注)1 
8 

敷金差入

保証金 
6 

ソフト 
ウェア 
使用契約の

締結 

ソフト 

ウェア 
使用料 

3 未払費用 0 

役員及び

その 
近親者が
議決権の

過半数を
所有 
している

会社等 

株式会社 

セレマ 
(注)2 

被所有 0％ 

不動産 
賃貸借契約

の締結 

不動産賃借
(注)1 

111 

預り 

保証金 
81 

立替金 38 

出向者派遣
契約の締結 

受入出向者 
労務費の支

払(注)3 

22 未払費用 1 

株式会社 

らくらく 
クラブ 
（㈱セレマの

子会社） 

被所有 0％ 
出向者派遣

契約の締結 

受入出向者
の労務費の
支払(注)3 

2 未払費用 - 

役員が 
過半数の
出資を 

している
団体 

全日本みどり
共済会 

 
業務及び財
産の管理の

委託の締結 

管理受託料
の受取 

(注)4 

123 未収金 13 

新日本みどり
共済会 

 

業務及び財

産の管理の
委託の締結 

管理受託料

の受取 
(注)4 

140 未収金 14 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注） 1 不動産貸借費用等については市場価格を勘案し、一般取引条件と同様に決定しております。 
2 当社役員の 近親者が議決権の 84.29％を保有しております。 

3 受入出向者の労務費は株式会社セレマ及びらくらくクラブの従業員の給与水準および出向従業員の給
与支給額を勘案し、両者協議の上決定しております。 
4 管理受託料については、両者合意の上、料率を合理的に決定しております。 

5 取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 
6.  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
 



１６ 

７．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 平成２０年度 平成２１年度 

基礎利益          Ａ △652 △300 

キャピタル収益 ― 56 

 

金銭の信託運用益 ― ― 

売買目的有価証券運用益 ― ― 

有価証券売却益 ― 56 

金融派生商品収益 ― ― 

為替差益 ― ― 

その他キャピタル収益 ― ― 

キャピタル費用 ― ― 

 

金銭の信託運用損 ― ― 

売買目的有価証券運用損 ― ― 

有価証券売却損 ― ― 

有価証券評価損 ― ― 

金融派生商品費用 ― ― 

為替差損 ― ― 

その他キャピタル費用 ― ― 

キャピタル損益         Ｂ ― 56 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ △652 △243 

臨時収益 ― ― 

 

再保険収入 ― ― 

危険準備金戻入額 ― ― 

その他臨時収益 ― ― 

臨時費用 1 1 

 

再保険料 ― ― 

危険準備金繰入額 1 1 

個別貸倒引当金繰入額 ― ― 

特定海外債権引当勘定繰入額 ― ― 

貸付金償却 ― ― 

その他臨時費用 ― ― 

臨時損益            Ｃ △1 △1 

経常利益（損失）    Ａ＋Ｂ＋Ｃ △653 △245 

 



１７ 

８．株主資本等変動計算書 

 

 

  

科     目 平成 20 年度 平成 21 年度 

株主資本    

  資本金    

    前期末残高 10,000 10,000 

    当期変動額    

      新株の発行 - - 

      当期変動額合計 - - 

    当期末残高 10,000 10,000 

  利益剰余金    

    利益準備金    

      前期末残高 - - 

      当期変動額    

        剰余金の配当 - - 

        当期変動額合計 - - 

      当期末残高 - - 

      繰越利益剰余金    

        前期末残高 △ 14 △ 789 

        当期変動額    

          剰余金の配当 - - 

          当期純利益 △ 775 △ 327 

          当期変動額合計 △ 775 △ 327 

        当期末残高 △ 789 △ 1,117 

    利益剰余金合計    

      前期末残高 △ 14 △ 789 

      当期変動額    

        剰余金の配当 - - 

        当期純利益 △ 775 △ 327 

        当期変動額合計 △ 775 △ 327 

    当期末残高 △ 789 △ 1,117 

  株主資本合計    

    前期末残高 9,985 9,210 

    当期変動額    

      新株の発行 - - 

      剰余金の配当 - - 

      当期純利益 △ 775 △ 327 

      自己株式の処分 - - 

      当期変動額合計 △ 775 △ 327 

    当期末残高 9,210 8,882 

（単位：百万円） 



１８ 

評価・換算差額等    

  その他有価証券評価差額金  
 

  前期末残高 - △ 18 

  当期変動額   

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 18 14 

   当期変動額合計 △ 18 14 

    当期末残高 △ 18 △ 4 

  評価・換算差額金等合計    

    前期末残高 - △ 18 

    当期変動額    

      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 18 14 

      当期変動額合計 △ 18 14 

    当期末残高 △ 18 △ 4 

純資産合計    

  前期末残高 9,985 9,191 

  当期変動額    

    新株の発行 - - 

    剰余金の配当 - - 

    当期純利益 △ 775 △ 327 

    自己株式の処分 - - 

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 18 14 

    当期変動額合計 △ 793 △ 312 

  当期末残高 9,191 8,878 

 

注記事項 

（株主資本等変動計算書関係） 

平成２１年度 

 
１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 前期末 

株式数 

当期増加 

株式数 

当期減少 

株式数 

当期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 200 ― ― 200 

合計 200 ― ― 200 

 

２． 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
 



１９ 

９．債務者区分による債権の状況 

該当事項がないため記載を省略しております。 

 

10．リスク管理債権の状況 
該当事項がないため記載を省略しております。 

 



２０ 

11．ソルベンシー・マージン比率 

                       （単位：百万円） 

項   目 平成２０年度末 平成２１年度末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 9,072 9,418 

 資本金等 8,988 8,729 

 価格変動準備金 1 1 

 危険準備金 1 2 

 一般貸倒引当金 ― ― 

 その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） △18 △4 

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） ― 0 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 100 688 

 持込資本金等 ― ― 

 負債性資本調達手段等 ― ― 

 控除項目 ― ― 

 その他 ― ― 

リスクの合計額 4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 90 113 

 保険リスク相当額        Ｒ1 0 0 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 1 2 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 0 0 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 87 110 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 2 3 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7 ― ― 

ソルベンシー・マージン比率 

        （Ａ） 

     （１／２）×（Ｂ） 

        

20,039.7％ 

        

 16,579.4％ 

（注）上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、第１６１条、第１６２条及び第１９

０条、平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています（全期チルメル

式責任準備金相当額超過額は告示第５０号第１条第３項第１号に基づいて算出して

います）。 

 

12．平成２１年度特別勘定の状況 

該当事項がないため記載を省略しております。 

 

13．保険会社及びその子会社等の状況 
該当事項がないため記載を省略しております。 

×１００ 


